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梅

3月
（弥生）
MARCH

20日・春分の日

21日・振替休日

ベンチャー企業が個人投資家
から資金調達を受けやすくするた
めに設けられた投資家に対する
税制優遇措置。株式譲渡益があ
った場合は課税額を圧縮でき、譲
渡損があった場合は他の株式譲
渡益から3年間繰越控除できます。
対象となる企業・投資家ともに要
件があります。数度の制度見直し
により利用者が増えています。

国　税 平成16年分所得税の
確定申告

2月16日～3月15日

国　税 個人の青色申告の承認申請

3月15日

国　税 贈与税の申告
2月1日～3月15日

国　税 2月分源泉所得税の納付
3月10日

国　税 個人事業者の16年分消費
税の確定申告 3月31日

国　税 1月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）3月31日

国　税 7月決算法人の中間申告
3月31日

国　税 4月、7月、10月決算法人の
消費税の中間申告（年3回

の場合） 3月31日

地方税 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）

の申告 3月15日

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30 31

3 月 の 税 務と労 務

エンジェル税制

ワ ン ポ イ ント

編 集 発 行 人

桶屋税理士事務所
税理士桶屋泰三
〒930-0096
富山市舟橋北町7－15
TEL 076(441)2322・FAX 076(441)1999
h t t p : / / ok e y a . z e i -mu . j p

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り

桶
屋
事
務
所
だ
よ
り



平
成
十
七
年
度
の
税
制
改
正
は
、
個

人
所
得
課
税
の
定
率
減
税
を
半
減
す
る

等
増
税
色
が
濃
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、

人
材
投
資
減
税
の
よ
う
な
経
済
活
性
化

策
も
あ
り
ま
す
。
概
要
を
ま
と
め
て
み

ま
し
た
。

タ
イ
ム
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

平
成
十
六
年
度
改
正
で
実
施
時
期
が

今
年
か
ら
と
な
っ
て
い
る
も
の
も
あ
り

ま
す
の
で
、
こ
れ
ら
を
含
め
て
主
な
も

の
を
整
理
す
る
と
図
表
１
の
よ
う
に
な

り
ま
す
。

定
率
減
税
の
引
下
げ

定
率
減
税
の
額
が
、
図
表
２
の
よ
う

に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

住
宅
税
制

中
古
住
宅
の
流
通
等
を
促
進
す
る
た

め
、
耐
震
基
準
を
満
た
す
良
質
な
中
古

住
宅
に
つ
き
次
の
適
用
緩
和
策
を
行
い

ま
す
。

１
‥
住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の

所
得
税
額
の
特
別
控
除

適
用
対
象
と
な
る
既
存
住
宅
は
、
図

表
３
の
よ
う
に
一
定
の
耐
震
基
準
を
満

た
せ
ば
、
築
後
年
数
に
よ
る
制
限
が
な

く
な
り
ま
す
。

3月号 2

平成 

年度 
17 

ポ 
イ 
ン 

ト 
税
制
改
正
案 

の 

◆ 図表 1　改正タイムスケジュール 

◆ 図表 2　定率減税 

●＝増税　○＝減税 

平成17年 1 月 

平成17年 4 月 

平成17年12月 
平成18年 1 月 

平成18年 6 月 

所　  得  　税 

改正前 

個 人 住 民 税 

改正後 

所得税額の20％相当額（最高25万円） 

個人住民税所得割額の15％相当額 
（最高4万円） 

所得税額の10％相当額（最高12.5万円） 

個人住民税所得割額の7.5％相当額 
（最高2万円） 

 

●老年者控除の廃止 
●公的年金等控除の縮小 
○確定拠出年金の掛け金の非課税限度枠拡大 
○住宅ローン減税の中古住宅への適用拡大（一定の耐震基準） 
○特定の居住用財産の買換え等の対象中古住宅の適用拡大（ 〃 ） 
○住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の対象中古住宅の適用拡大（ 〃 ） 
○人材投資促進税制（創設） 
・特定口座へ上場株式等を実際の取得日、取得価額で受け入れ 
・年末調整時に国民年金保険料の支払証明書を提出 
●所得税の定率減税半減 
●個人住民税の65歳以上の者の非課税措置を段階的に廃止 
・退職者に対する給与支払報告書の提出義務 
●個人住民税の定率減税半減 

一

二三



3 3月号

２
‥
特
定
の
居
住
用
財
産
の
買
換
え
及

び
交
換
の
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
の

課
税
の
特
例

買
換
資
産
の
範
囲
に
一
定
の
耐
震
基

準
を
満
た
す
中
古
住
宅
が
加
わ
り
ま
す
。

十
七
年
一
月
一
日
以
後
に
譲
渡
資
産

の
譲
渡
を
し
、
同
年
四
月
一
日
以
後
に

買
換
資
産
の
取
得
を
す
る
場
合
に
適
用

さ
れ
ま
す
。

３
‥
住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る
相
続
時

精
算
課
税
制
度
の
特
例

適
用
対
象
と
な
る
既
存
住
宅
の
範
囲

に
、
一
定
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
中
古

住
宅
が
加
わ
り
ま
す
。

４
‥
不
動
産
取
得
税

既
存
住
宅
及
び
土
地
に
係
る
不
動
産

取
得
税
の
課
税
標
準
等
の
特
例
の
対
象

と
な
る
住
宅
に
、
一
定
の
耐
震
基
準
を

満
た
す
中
古
住
宅
が
加
わ
り
ま
す
。

人
材
投
資
促
進
税
制
の
創
設

１
‥
制
度
の
概
要

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
の
各

事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
損

金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
教
育
訓
練
費
の

額
が
、
そ
の
法
人
の
直
前
二
年
以
内
に

開
始
し
た
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額

の
計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
た
教

育
訓
練
費
の
平
均
額
を
超
え
る
場
合
に

は
、
三
年
間
の
時
限
措
置
と
し
て
、
そ

の
超
え
る
部
分
の
金
額
の
二
五
％
相
当

額
の
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
ま
す
。
た

だ
し
、
当
期
の
法
人
税
額
の
一
〇
％
相

当
額
が
限
度
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

２
‥
中
小
企
業
者
等
の
特
例

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中
小
企
業

者
等
に
つ
い
て
は
、
前
記
１
の
制
度
の

適
用
に
代
え
て
、
各
事
業
年
度
の
所
得

の
金
額
の
計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
さ

れ
る
教
育
訓
練
費
の
額
に
対
し
、
次
の

控
除
率
に
よ
る
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ

ま
す
。（
当
期
の
法
人
税
額
の
一
〇
％
相

当
額
が
限
度
）

①

教
育
訓
練
費
増
加
率
が
四
〇
％
以

上
…
…
二
〇
％

②

教
育
訓
練
費
増
加
率
が
四
〇
％
未

満
…
…
教
育
訓
練
費
増
加
率
×
〇
・

五
そ
の
他

１
‥
金
融
・
証
券
税
制

①

平
成
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成

二
十
一
年
五
月
三
十
一
日
ま
で
、
特

定
口
座
に
、
自
己
が
保
管
し
て
い
る

上
場
株
式
等
を
、
実
際
の
取
得
日
、

取
得
価
額
で
受
け
入
れ
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

②

特
定
口
座
の
取
扱
者
の
範
囲
に
日

本
郵
政
公
社
が
加
わ
り
ま
す
。

２
‥
個
人
住
民
税

①

年
齢
六
五
歳
以
上
の
者
の
う
ち
前

年
の
合
計
所
得
金
額
が
一
二
五
万
円

以
下
の
者
に
対
す
る
個
人
住
民
税
の

非
課
税
措
置
を
廃
止
し
ま
す
。
た
だ

し
、
十
八
年
度
分
、
十
九
年
度
分
に

つ
い
て
は
経
過
措
置
が
あ
り
ま
す
。

②
　
フ
リ
ー
タ
ー
対
策

税
負
担
の
公
平
や
税
収
確
保
の
観

点
か
ら
、
図
表
４
の
よ
う
に
短
期
就

労
者
に
つ
い
て
も
給
与
支
払
報
告
書

を
提
出
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
個
人
住

民
税
の
課
税
も
れ
を
防
ぐ
よ
う
に
し

ま
す
。

３
‥
震
災
等
が
あ
っ
た
場
合
の
固
定
資

産
税

住
宅
が
震
災
等
の
事
由
に
よ
り
滅

失
・
損
壊
し
た
土
地
に
つ
い
て
、
や
む

を
得
な
い
事
情
に
よ
り
住
宅
用
地
と
し

て
使
用
で
き
な
い
場
合
に
は
、
震
災
等

の
発
生
か
ら
避
難
指
示
等
の
解
除
後
三

年
度
分
ま
で
の
固
定
資
産
税
及
び
都
市

計
画
税
に
限
り
住
宅
用
地
と
み
な
し
、

負
担
を
軽
減
し
ま
す
。

４
‥
社
会
保
険
料
控
除

国
民
年
金
の
保
険
料
に
係
る
社
会
保

険
料
控
除
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
支
払

を
証
明
す
る
書
類
を
、
確
定
申
告
書
に

添
付
し
、
又
は
年
末
調
整
の
際
に
提
出

を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

◆ 図表 3

住宅ローン減税の 
中古住宅への適用拡大 

従来 平成17年4月以降の 
取得・入居 

木
造 

築
後
　
年
以
内 

 

マ
ン
シ
ョ
ン 

同
　
年
以
内 

２０ 
２５ 

◆ 図表 4

フリーターなど短期就労者への 
住民税課税の強化 

前年1年間の給与所得に課税 

就労期間 

企業が給与支払いを 
市町村に報告 

報告の義務なく 
事実上課税もれに 

企業に給与支払いの 
報告を義務付けへ 

就職 
就職 

就職 退職 

前年1月1日 本年1月1日 

一
定
の
耐
震
基
準
を

満
た
せ
ば
、 

築
後

年
数
条
件
を
撤
廃 

四

五



3月号 4

所
得
税
を
源
泉
徴
収
す
る
時
期
は
、
現

実
に
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
る
所
得
を
支

払
う
と
き
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
配
当
や

利
益
処
分
経
理
を
し
た
賞
与
等
以
外
の
も

の
は
、
支
払
い
が
確
定
し
て
い
て
も
、
現

実
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
、
源
泉
徴
収
を
す

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
こ
の
場
合
の
支
払
い
と
は
、

現
実
に
金
銭
の
交
付
を
す
る
行
為
の
ほ

か
、
そ
の
支
払
い
の
債
務
が
消
滅
す
る
一

切
の
行
為
を
含
み
ま
す
。

例
え
ば
、
報
酬
等
を
払
う
相
手
に
つ
い

て
、
そ
の
者
が
負
担
す
べ
き
金
額
を
立
替

払
い
し
た
場
合
の
立
替
金
と
報
酬
額
を
相

殺
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
報
酬
額

に
対
し
て
源
泉
徴
収
を
し
な
く
て
は
な
り

ま
せ
ん
。

な
お
、
支
払
い
を
す
る
側
で
、
直
接
交

通
機
関
等
へ
支
払
っ
た
通
常
必
要
な
範
囲

の
交
通
費
や
宿
泊
費
な
ど
は
、
報
酬
等
に

含
め
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま

す
の
で
、
負
担
の
仕
方
に
よ
っ
て
は
源
泉

税
が
異
な
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

平成17年に相続により父が営ん
でいた事業を引き継ぐことにしまし
た。消費税の課税事業者の判定はど

うなりますか？

個人事業者の基準期間は前々年で
す。したがって、原則としてはその
基準期間における課税売上高が1千

万円を超えていれば課税事業者、1千万円以下
なら免税事業者です。しかし、相続により被
相続人の事業を承継した場合にはそれぞれの
年で次のように判定します。
① 事業を承継した年（平成17年）
本人か被相続人の基準期間（平成15年）の

課税売上高が1千万円を超えていれば課税事業
者です。
②　①の翌年（平成18年）
本人と被相続人の基準期間（平成16年）の

課税売上高の合計額が1千万円を超えていれば
課税事業者です。
③　①の翌々年（平成19年）
本人と被相続人の基準期間（平成17年）の

課税売上高の合計額が1千万円を超えていれば
課税事業者です。
ただし、この相続人が免税事業者であっても、
相続により新たに事業を開始した場合には、
その課税期間の末日（平成17年12月31日）ま
でに「消費税課税事業者選択届出書」を提出
すれば、平成17年分から課税事業者を選択す
ることができます。
また、平成16年4月1日以後最初に開始する

事業年度（個人事業者は平成17年分）から新
たに課税事業者となった場合には、その課税
期間中に「消費税簡易課税制度選択届出書」
を提出すれば、平成17年分から簡易課税制度
を選択することができます。
消費税の課税事業者になるか、簡易課税制

度を選択するかは重要な問題ですので、よく
確認して慎重に選択しましょう。

中
古
の
減
価
償
却
資
産
を
取
得
し
た

場
合
の
耐
用
年
数
は
法
定
耐
用
年
数
に

よ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
使
う
こ

と
が
で
き
ま
す
。

①

事
業
に
供
し
た
時
以
後
の
使
用
可

能
期
間
を
見
積
も
っ
た
年
数

②

①
の
見
積
も
り
が
困
難
な
と
き
は

次
の
算
式
に
よ
り
計
算
し
た
年
数

イ

法
定
耐
用
年
数
の
全
部
を
経
過

し
た
資
産
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法

定
耐
用
年
数
の
二
〇
％
に
相
当
す

る
年
数

ロ

法
定
耐
用
年
数
の
一
部
を
経
過

し
た
資
産
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法

定
耐
用
年
数
か
ら
経
過
し
た
年
数

を
差
し
引
い
た
年
数
に
経
過
年
数

の
二
〇
％
に
相
当
す
る
年
数
を
加

え
た
年
数

な
お
、
算
出
し
た
年
数
の
一
年
未
満

の
端
数
は
切
り
捨
て
、
そ
の
年
数
が
二

年
未
満
の
場
合
に
は
二
年
と
し
ま
す
。

報
酬
等
と
立
替
金
を
相
殺
し
た
場
合
の
源
泉
所
得
税

相続で事業を継いだ時の
消費税課税事業者の判定

中
古
の
減
価
償
却
資

産
の
耐
用
年
数

税金 

メモ 
一口 


